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1｡問題の所在
現代国際経済システムは
，時々刻々とその様相
を変化させており
，確固不動のマクロ理論で説明
しつくすことが困難になってきている
。そのため，
冷戦構造の崩壊, WTOやＥＵの発足といった現実
状況の変化を
，いかにして自らの理論構成要素と
して取り入れ
，より広範囲の説明が可能な理論の
構築につなげていくかが
，国際経済学研究の課題
とされている。
このように変化のスピ
ドーが速い国際経済を，
高等学校公民科においていかに授業で扱うか
。
『高等学校学習指導要領解説公民繼』では
，その
内容の取り扱いについて
，匚世界貿易機関(ＷＴＯ)
や国際通貨基金(ＩＭＦ)などの国際経済機関が果た
している役割や課題などについて理解させる
。｣
とともに
，｢グローバリゼーションと称れよ
うに経済活動が地球的な規模で自由に行われるよ
うになっている現状に気付かせ
，市場経済の原則
に基づく
一体化の動きが強まっている近年の国際
経済の特質について探究させる。｣と述べられて
いる1)。
確かにＷＴＯを軸としたグロ
バーリゼーション
の進展は目を見張るばかりである
。しかしその一
方で
，グローバリゼーションの潮流に対抗するか
のように周辺諸国を次々と地域統合へ参加させ
，
加速度的に地域主義が広まっている現実もある
。
字句通り
，匚グローバリゼーション進展における
ＷＴＯの役割｣のみを教材化したならば
，生徒は，
経済活動は不可逆的に地球的な規模にまで拡大し
ていくものであるという理解をなすに止まり
，な
ぜグロ
バーリゼーションに対抗する地域主義が広
まっているのか考察するところにまで至らないの
ではないかと考える
。もちろん，地域主義のみを
教材化しても同様の問題が生じうる
。
生起した社会現象に対し
一面的な見方をするの
ではなく
，複数の視点,で捉え，考察し，両者を止
揚する理論構築が可能かどうか探求していくこと
が，現在，高等学校公民科の授業では必要なので
はないだろうか。
以上の問題意識に立ち
，本論では高等学校公民
科匚政治
・経済」の単元匚国際経済の諸問題」を
事例として
，地域統合理論の分野において近年注
目されている匚開かれた地域主義
」概念を用い，
現代国際経済システムの変容過程を理論的に探求し続けられるよう構成した学習指導案を提示する。
2｡現代国際経済システムを説明する理論的枠組
み
現代国際経済システムを説明する理論的枠組み
は
，大きく制度主義，構造主義に大別される几
制度主義は
，経済政策や文化交流などの非軍事
的な国家間の交流をも国際システムの動態要因と
して認識し
，国家間における協調や協力の側面を
主要な題材として取り上げる理論である
。国際統
合理論や経済統合理論
，相互依存論などがこれに
あたる
。この理論を用いることによって，地域統
合が次々と発足し
，ついにはＷＴＯ発足に至るま
でのグローバリゼーションの進展について説明す
ることが可能であろう
。　しかし, WTOが活動を
開始して以降もなお
，ヨーロッパ，北米などの各
地域で新たな地域統合が誕生・拡大していること
については説明が困難である
。
構造主義は
，国際社会は近代工業生産の論理か
ら形成された富める国と貧しい国との間の支配＝
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従属関係の帰結であり
，そこには，先進国の発展
途上国に対する搾取を恒常化する論理が構造的に
内在している
，とみる理論であ。この理論によ
ると
，こうした不平等な関係は国際システム全体
の変革によって是正されなければならないと結論
づけられよう。従属理論や世界システム理論など
がこれにあたる。
I.ウォ
ラースティンは，近代世界システムは単
一の資本主義経済によって統合化されていると強
調する3)
。世界システムにおける中心的経済関係
は
，資本集約，高賃金，先端技術，高い生産性を
もつ先進諸国によって構成されている中心と
，労
働集約
，低賃金，低い生産性しかもたない低開発
諸国によって構成される周辺との関係にあると見
なされている
。周辺国は中心国要求従って生
産と貿易を特化する
。準周辺国は中心と周辺の間
の中間的地位を占めている
。そうした国々は中心
国と同様な活動と周辺国的活動をする
。準周辺諸
国は，基本的には周辺国により近い条件をもって
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おり
，部分的に中心諸国に依存しており，また周
辺国の経済活動へ影響を及ぼしている
。従属理論
と同様に
，世界システム理論は，中心と周辺間の
経済関係を基本的に搾取として見ている
。中心と
周辺との経済関係によって
，中心は周辺から富を
獲ることができる
。しかし，世界システム理論に
おいては
，世界システムにおけるできごとや傾向
を制御したり
，あるいは制約したりするさまざま
なＮＧＯや企業
，個人，すなわちヒトの役割は十
分に説明しきれていない。
近年では
，社会構成主義をメタ理論として用い
て
，国家同士，国家と地域統合，地域統合と国際
経済全体
，また，地域統合とヒトといったさまざ
まな要素の相互関係を解明し
，現代国際経済シス
テムを説明していこうという試みも多く見受けら
れる4）
。このように現代社会の変化に伴い発生す
るさまざまな問題状況を新たな理論構成要素とし
て取り入れ
，理論を転換させていく造を図示
たものが，以下の【図1】である。
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【図１】社会構成主義に基づく理論転換構造図（筆者作成）
モデル化の際
，現象ｄ・現象ｅは捨象される。
今
，モデルＡとモデルＺが並列して存在している
としてそれぞれのモデルから仮説Ａ
・仮説Ｚが導
き出される
。ここで，両仮説の対立状況が生じ，
仮説Ｚの構成要素である現象fと仮説Ａを組み合
わせることによって
，新たな仮説Ａ'として止揚
される
。しかし，次に仮説Ａでは説明できない
現象
ｇが現れ，仮説Ａ'の構成要素である現象ａ・
現象bを捨象し
，現象ｃ，現象fと，現象g及びす
でに捨象してしまっていた現象
ｅを組み合わせる
ことによって新たなモデルＢが構成できるとする。
高等学校公民科の授業開発においては
，国際経
済システムを巨視的に認識することができるよう
理論探求学習を組み立てることが求められるが
，
グローバリズムと地域主義が併存する現実状況を
単一の理論で説明しようとすればジレンマに陥っ
てしまう
。そこで，複数の概念を順次探求し，概
念が対立する場合には両者を止揚できる新たな概
念（あるいは理論）を用いることの連続によって
初めて
，国際経済システムを科学的に認識するこ
とが可能になると考える。
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3｡「開かれた地域主義」概念の登場と展開
（1）グロ
バーリズムの現実と課題
1995年１月
，グローバルな貿易システムを維
持するための機構としてのＷＴＯが発足し
，グロー
バルな自由化の推進が確認された
。財の貿易の自
由化は
，特に先進国の場合相当程度に達成され，
一層の自由化の余地をほとんど残さないほどの水
準となる一方，サービス等，他の分野の自由化や，
各国内の非関税障壁の撤廃等がグロ
バールな自由
化が進展しつつある現代国際経済の新たな課題と
なるに至った。
現在
，多くの発展途上国も含め150力国以上が
ＷＴＯに加盟し
，国際経済分野におけるグローバ
リゼ
シーョンの進展はとどまるところを知らない
かのように見える
。国家主権としての関税を撤廃
し
，世界規模での自由貿易を推進するなど，まさ
に国際社会はポスト・ウェストファリアの様相を
呈している。
ところが
一方で，ポスト冷戦期の現代国際経済
システムにおいて
，グローバリゼーションの潮流
に反するかのような地域主義の動きも見られるの
である
。グローバルな自由化を進めると同時に，
世界のほとんどの地域で地域内の自由化
，地域協
力
，地域統合が進められているという，相矛盾し
た
，複合的な貿易システムが形成されつつある。
EU, NAFTA, ASEANなどの地域統合が進展し
，
域内におけるＦＴＡ（自由貿易協定）交渉は増加
の
一途をたどっている。その結果，地域統合同士
の摩擦を生じ
，ブロック化，保護貿易主義に陥る
のではないか，との懸念が示されているのである。
(2)地域主義の現実と課題
地域統合の増加を説明する理論的枠組みである
地域主義は
，グローバリズムと同じく自由化の推
進を目的としているが
，その適用範囲が地域統合
加盟国間に限定されている考え方である5)
。
地域統合の効果としては
，理論的に, (i)域内
の貿易自由化により関税等の障壁で妨げられてい
た域内の貿易が拡大し
，域内の生産効率と資源配
分が改善されるという厂貿易剔出効果｣
，(ii)地
域統合に伴う市場の拡大により
，規模の経済性が
実現され，コストが引き下げられ，国際競争力の
-
強化を促進するという厂市場拡大効果｣,(iii)域内
の貿易自由化により競争が激化し
，生産の合理化，
技術革新の促進などにより生産性が向上するとい
う厂競争促進効果｣
，０Ｖ)関税等の障壁が域内に
おいてのみ撤廃されることにより
，生産効率の最
も高い域外からの輸入が域内からの輸入によって
代替されることになり
，資源の効率的利用が阻害
されるという匚貿易転換効果｣
，(Ｖ)貿易転換効
果により域外からの輸入が減少することによって
域外の輸出価格が低下し
，域外の交易条件が悪化
するという厂交易条件効果｣, (vi)地域統合が域
外企業に対する市場アクセスを悪化させるという
｢投資転換効果｣などがあげられる‰
地域統合の進展を
，国際経済システム全体に与
える影響から考察した場合
，上記の(lV)～(Vi)は
直接的には負の効果といえよう
。特にＷＴＯ発足
以後における地域統合の拡大は
，域内においては
自由化推進であるが
，域外から見るとブロック化，
保護貿易主義との論難を禁じ得ない。ここに，地
域主義の限界かおる。
各地域統合が
，域外に対して負の効果を与えず，
グロ
バーリゼーションの潮流と共存しようとする
ならば
，域外との関税その他の通商政策が統合以
前と比較してより制限的なものとならないように
して
，匚貿易転換効果｣・匚投資転換効果｣等の域
外に対する負の効果の発生を最小限に止めつつ
，
｢市場拡大効果｣
・匚競争促進効果｣等による域内
の成長を域外にも広げる形での地域統合が進めら
れる
ことが必要である。
そこで
，グローバリゼーションと地域主義を共
存させるために考案された概念が｢‾開かれた地域主義｣なのである。
（3）「開かれた地域主義」概念の登場と展開
ＷＴＯの発足により
，国際経済分野における紛
争処理は多国間の枠組みで解決が目指されること
となり
，地球規模の問題が多発しつつあった冷戦
以後の国際社会において
，明確な問題解決の方途
が見いだされたかに思われた
。ところが，現実の
国際社会では地域主義という
，グローバリズムと
対立する考え方に基づきさまざまな地域統合が誕生・拡充されているのである。
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こうした状況を乗り越える考え方として，「開　　　次に，その規模の利益を域内・域外問わず無差別
かれた地域主義
」概念が登場した。本概念は　　　に適用し，次第にＷＴＯの目的に接近していく，
1988年にオーストラリアの経済学者ドライステー 　　　というロード・マップである。
ルによって初めて提唱されたとされるが，そこに　　　　当然, APEC内のＡＳＥＡＮとＮＡＦＴＡの軋轢，日
おいては，（Ｏ貿易ブロックを形成しないこと，　　　中韓とＡＳＥＡＮの主導権争いなどさまざまな課題
（ii）ウルグアイラウンドの完成に寄与することが　　　をはらんでいることを無視しえないが，クロー バ
含意されていた7）
。匚開かれた地域主義」は, 1989　　　リズムと地域主義の対立状況を止揚するものとし
年に発足したAPECの基本原則として採択され，　　　て登場した匚開かれた地域主義」は，今後の新た
徐々に国際経済システムの今後の道標として重要　　　な国際経済システムを説明する理論構築に有用な
な概念へと深化・発展していった8）。　　　　　　　　　概念へとなってきていると考察できる。ＡＰＥＣは，域内にNAFTA, ASEAN,日本，中
国，韓国，ロシアまでも含んだ環太平洋地域の緩　　　4.授業開発の実際
やかな地域統合である
。世界システム理論でいえ　　　（1）単元「国際経済の諸問題」の内容構成
ば
，中心国・準周辺国・周辺国を内部化した地域　　　　本単元では，まず，グロー バリズムと地域主義
統合であり，域内の共通利益を目指すという地域　　　という二つの概念を用いて，現代国際経済システ
主義に基づく従来の地域統合理論では説明不能な　　　ムの各側面を明らかにする。その上で「‾開かれた
形態である
。しかし，ここに「‾開かれた地域主義」　　地域主義」概念を用いて，両者の対立状況をも包
概念を導入することで
，国際経済システムの包括　　　含した国際社会の現実とその解決策を探求させる
的説明の可能性が見えてくるのである。　　　　　　　　ところに主眼を置く。終結において，匚開かれた
ＡＰＥＣでは
，地域統合をＷＴＯの究極の目的達　　　地域主義」概念の課題について言及し，さらに新
成に至る一つの過程と位置づけ，積極的に評価す　　　たな現代国際経済システムを説明する理論を探し
る傾向が見られる
。すなわち，まず域内でFT A　　　出す可能性を生徒に委ねたい。このことが，現実
を締結し貿易自由化を実現し
，市場拡大・自由競　　　状況に即応し課題を自ら見つけ，探求し続けられ
争促進
・ヒトの移動促進・投資機会の剔出などの　　　る公民科授業の本質であると考えるからである。
利益を確保する
。域内を単一市場化することで，　　　　本単元は，高等学校公民科匚政治・経済」の大
一時的には国際競争力の弱い産業が先進国側も発　　　項目（2）匚現代の経済」における中項目「イ国
展途上国側も衰退する状況に直面するが，やがて　　　民経済と国際経済」を対象とするが，現代社会な
比較生産費説で説明される分業化が進展し
，域内　　　ど他科目でも実施可能なものとなるよう構成した。
自由化の恩恵を各国とも享受できるようになる
。
（2）単元「国際経済の諸問題」学習指導案
（ｉ）単元名　　　　　「国際経済の諸問題」（3時間構成）
（ｎ）単元の目的
現代国際経済システムの課題をグロ
バーリズム，地域主義の観点から探求することで，帰納的に「開かれた地域主義」
概念を導出でき，現在国際経済が抱える諸問題を解決するための理論的視曵を獲得できるとともに，新たな問題発見と探
求ができる
（ｉ）単元の到達目標
1.現代国際経済システムにおける諸問題は
，それぞれの国際機構がグローバリズムに基づき客観的共通利益（人類益）
を追求するという理念の下で結束し
，対話を行っていく中で解決する，と一応説明できるが，現実にはグローバリゼー
ションに反する地域主義の動きもあり
，単純にグローバリズムの理論だけで説明しつくすことができない場合も多い
2.各国は
，客観的共通利益（人類益）を追求するためにはグローバルな自由貿易を推進する必要があることを理解して
いるからＷＴＯに加盟しているのだが
，自国の産業を保護しつつ，別に加盟する地域統合域内の経済的利益を伸長する
という政策も同時に取っているため, WTOの目的が十分には達成できない状況に陥っている
3.ヨ
ローッパという枠を超えてのＥＵ拡大の難しさを見れば分かるように，現在存在する多くの地域統合が数個に集約さ
’れることがあっても，完全に一体化しＷＴＯの理念に基づくグローバリゼーションの推進には至らない可能性が大きい
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4. APEC 参加国における「開かれた地域主義」の捉え方は多種多様であり，自国の利益を確保する，という留保条件を付
けた上でならば，域内の自由化，グローバルな自由化を支持しており，その範囲においては「開かれた地域主義」は有
効な考え方である
（lV）単元の構成
導入　 ○現代国際経済システムにおける諸問題は，グローバリズムの考え方に基づいて説明され，解決することが可能だろうか
展開10 グローバリゼーションとは，どのような状況を指すか
ＯＷＴＯによるグローバリゼーションの推進には，どのような限界かおるだろうか
展開20 地域主義とは，どのような考え方か
○地域主義に基づくＥＵの拡大は，グローバリゼーションの推進につながるのだろうか
展開30 「開かれた地域主義」とは，どのような考え方か
ＯＡＰＥＣ域内では「開かれた地域主義」の理念は共有されているか
終結　 ○匚開かれた地域主義」を標榜するAPEC は，今後の国際経済システム構築のためのモデルケースとなり得るだろうか
（Ｖ）教授・学習過程
教師の指示・発問 教授・学習活動 資料 生徒に獲得させたい知識
導
入
・現在，国際社会ではどのようなことが
問題となっているか
・それらの問題を解決するために，どの
ような機関が関与しているか
・それらの国際機構は，どのような理論
的根拠に基づいて設置されているのだ
ろうか
ｊ現在，国際社会で問題となっている地
球環境問題などの解決にあたる国際機
構の存立理由は，どの理論的根拠に合
致しているか
・現在，国際経済の分野においてはどの
ような状況が生じているか
○現代国際経済システムにおける諸問題
は，グローバリズムの考え方に基づい
て説明され，解決することが可能だろ
うか
※具体的事例をもとにグローバリズムと
地域主義という二つの理論の対立状況
について探求しよう
Ｔ二発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｔ：資料提示
Ｔ二説明する
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：指示する
(1)
①
(2)
(3)
・地球環境問題，地域紛争の多発，テロの問題，食糧問題，
人口問題など，問題が山積している
・国際連合およびその専門機関，多くの国際機構が問題解
決に関与している
・①政治的利益の追求，②各国の経済的利益の伸長，③客
観的共通利益（人類益）の追求，といった三つの要因が
考えられる
・冷戦期には，①政治的利益の追求，②各国の経済的利益
の伸長を目指すという理論的根拠に基づいて国際機構は
設置されていたが，現在では③客観的共通利益（人類益）
の追求を設立目的に入れることが国際機構の存立条件に
なってきたといえる
・グローバリゼーションと称される状況が生じ，経済活動
が地球的な規模で自由に行われるようになってきている
・それぞれの国際機構がグローバリズムに基づき客観的共
通利益（人類益）を追求するという理念の下に結束し，
対話を行っていく中で解決する，というものが最も一般
性の高い説明である
・一応説明することは可能だが，現実にはグローバリゼー
ションに反する地域主義の動きもあり，単純にクローバ
リズムの理論だけで説明し，解決を図ることはできない
のではないか
展
開
１
※グローバリズムについて探求する
○グローバリゼーションとは，どのよう
な状況を指すか
・第二次世界大戦後，国際経済の分野に
おいて発生する諸問題を調整・解決す
るために設立されていた国際機関は何
か
・GATT において，どのような問題解決
がなされたか
・GATT はいつまで存続したか
・GATT の活動の限界はどこにあったの
か
・GATT に代わってグローバリゼーショ
ン進展に伴う諸問題を調整・解決する
ために設立された国際機関を何という
か
・WTO はどのような組織か
Ｔ：発問する
Ｓ二答える
Ｔ 二発問する
Ｓ二答える
Ｔ二発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
Ｓ：答える
Ｔ：発問する
(3)
(4)
(4)
(4)
(4)
(5)
(5)
・客観的共通利益（人類益）の追求を目指し，世界的規模
で相互依存関係が進展する状況を指す
・そのような状況を目指す考え方（理論）をグローバリズ
ムという
・1947 年以来，第二次世界大戦前の保護貿易政策に対する
反省から，自由で無差別な国際貿易の拡大を図ることを
目的に，GATT （関税と貿易に関する一般協定）が成立
し，国家間の経済の分野における問題解決にあたってい
た
・ラウンド交渉と呼ばれる多国間貿易交渉が数次にわたっ
て行われ，自由貿易推進のため，関税の引き下げや撤廃，
輸入制限の解除などを進め，国際経済分野におけるグロー
バリゼーションに大きな役割を果たした
・1994 年，マラケシュ協定によりウルグアイラウンドが妥
結に至り，翌年, GATT はその役割を終えた
・GATT は協定に基づく事務局を持たず，その都度ラウン
ド交渉を取り仕切ってきたが，あくまで 匚協定」にすぎ
ず，強制力が弱かったため，交渉の長期化が常態化して
しまった
・1995 年, WTO  (世界貿易機関）が設立されグローバリ
ゼーションのさらなる進展が目指されることになった
・WTO はGATT の機能を大幅に拡大した国際機関であり，
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・WTO 加 盟 国 は， 具 体的 に は ど の よ う
な行 為 が 禁止 さ れて い るか
・WTO 加 盟 国 は， 国 際競 争力 の 弱 い 商
品で あ っ て も完 全 自由 貿易 を受 け入 れ
な けれ ば な らない の か
・WTO に は， ど の く ら い の 国 が 加 盟 し
て いる のか
・WTO 加 盟 国 は， 無 条 件 で グ ロ ーバ リ
ゼ ー ショ ン の進 展を 支 持 して い る のだ
ろ うか
OWTO によ る グ ロ ーバ リ ゼ ー ショ ンの
推 進 に は， ど のよ うな 限界 が あ る だろ
うか
・WTO によ る グ ロ ーバ リ ゼ ー シ ョ ンの
推 進 と， 増加 の一 途 を た ど る地域 統 合
の活 動 と は， ど の程 度対 立 し， ま た，
ど の程度 共 通点 か お るの だろ う か
Ｓ： 答え る
Ｔ： 発 問 する
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 発 問す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：考 え る
Ｓ：答 え る
(5)
(5)
(5)
(6)
(6)
モノ の貿 易 だ けで な く， 知 的 所 有 権や サ ービ ス の分 野 に
も国 際的 な ル ー ルを 作 り， 国 際 経 済 にお い て 自由 貿易 推
進 に 伴い 生 じ る紛 争 の 解決 に多 大 な役 割 を果 たす こ と が
で き るよ う に組 織 さ れ た
・ 輸 出者 が 輸 出国 の国 内 価格 よ り 低 い価 格 で輸 出を 行 う ダ
ンピ ン グ行 為を 禁 止 し， 万 一 違反 し た場 合 に は ア ンチ ・
ダ ン ピ ン グ課税 を 徴 収 し， 自 由貿 易 を 維 持 す る役 割を 果
た して い る
・一 時的 な 国 内産 業 保 護措 置と して セ ーフ ガ ード （ 緊急 輸
入制 限 ） を 発動 す る こ とが で き， 急 激 に で はな く， 漸 進
的 に グロ ーバ リ ゼ ー ショ ンを 進 めて い く よ う配 慮 が なさ
れて い る
・2006 年 現 在, 150 を 超え る国 が加 盟 し て おり ， ま す ま す
加盟 国 が増 え る傾 向 にあ る
・ 総論 で は グロ ー バ リゼ ー ショ ン賛 成 の立 場を とっ て い る
が， 農 業 分 野 な ど各 論 にな る と， 自国 の 産業 保 護 の意 図
が隠 し き れな いで い る
・WTO に 加盟 し な が ら, EU  (ヨ ーロ ッ パ連 合 ） やNAFTA
（北 米 自 由 貿 易 協 定） な ど の 地 域統 合 に も参 加 し ， 域 内
で のFTA 交 渉 を 加速 して おり ， 結果 的 に域 外か らは そ れ
ら の国 々が 保護 貿易 を 行 って い るか のよ う に見 えて い る
・ 各国 は， 客 観的 共 通利 益 （人 類益 ） を 追 求 す るた め に は
グロ ーバ ル な自 由貿 易 を 推 進 す る必 要 が あ る こと を理 解
して い る か らWTO に加 盟 して い る のだ が， 自国 の産 業
を保 護 しつ つ ， 別 に 加盟 す る 地域 統 合 域 内 の経 済 的利 益
を伸 長 す る とい う政 策 も同 時 に取 って い る た め, WTO の
目的 が十 分 に は達 成で き ない 状況 に陥 って い る
・ 地域 統 合 の 数が 増 え， 加 盟 国 が拡 大 す れ ば す る ほど経 済
の ブロ ッ ク化 か 進 展 し， ます ま す グロ ーバ リ ズ ムの理 念
か ら離 れて い く とい う ジレ ンマ に陥 りつ つ あ る
・WTO とEU,  NAFTA など の地 域 統 合 は完 全 に対 立 す る目
的 のも と に設置 さ れて い る ので はな いか
・ 実 は共 通 の目的 部分 もあ る ので はな いか
・ 地域 統 合 が 増加 す る 理論 的 根 拠を 探 求 し な け れば 分か ら
ない ので はない か
展
開
２
※地 域 主義 （ リ ー ジョ ナ リズ ム） につ い
て 探 求 す る
○地 域 主義 とは， ど のよ う な考 え方 か
・ グロ ーバ リズ ムと 地域 主義 はど こが 違
う のか
・EU を 具体 的 事例 と して 探求 し よ う
・EU の前 身 はど のよ うな 地域 統合 で あっ
たか
・ECSC はど のよ う な経 緯を た ど ったか
・EC は ど のよ うな地 域 統 合か
・EC の存 在 意義 は どこ に あ ったか
・EC 域 外 か ら見 て ，EC は ど のよ う な 地
域統 合 であ っ たか
・EC がEU （ ヨ ーロ ッパ 連 合 ） に代 わっ
た1993 年 以 降， 地 域主 義 の傾向 に変
化 か見 ら れた か
・WTO の発足 など， 国 際 経済 システ ム
Ｔ： 発問 す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ 二指示 す る
Ｔ 二発問 す る
Ｓ 二答 え る
T:発 問 す る
S:答え る
T:発 問 す る
S:答え る
T:発問 す る
S:答 え る
T:発問 す る
S:答 え る
T:発問 す る
S:答 え る
T:発問 す る
(7)
(7)
(1)
(8)
(9)
(9)
(9)
(10)
(11)
(11)
・ 地域 主 義 と は， 安 全 保障 共 同 体や 自 由貿 易 を 行 う共 同 市
場 の実 現を 目指 す加 盟 国 の政 策 の結 果 登場 し た 地域 統 合
の意 義を ， 理論 的 に説 明 し たも ので あ る
・ グロ ーバ リ ズ ム は全世 界 を対 象 とし て い る の に対 して，
地 域 主 義 は あ くま で そ の地 域 統合 に加 盟 して い る国 々 に
適 用 範 囲を 限定 さ せて い る点 に違 い があ る
・1952 年， 主 に西ド イツ の石 炭管理 とフ ラ ンスの鉄鋼生 産を
国 際管理 に委 ね， 西 ヨ ーロ ッパ地 域 の復興 に必要 な 資金を
確 保す る目的 で両 国が 呼び かけ フ ランス・ 西ド イツ ・イ タ
リア・ オ ランダ・ ベル ギ ー・ ル クセ ンブ ルク の６力国 が参
加 しECSC  (ヨ ーロッパ石炭 鉄鋼共 同体） が設立 された
・1958 年 ， 域内 関税 撤廃， 域 内共 通関 税， 域内 資本 自由 化，
労 働 自 由化 ， 域 内共 通 農政 を 目 的 とし たEEC （ヨ ーロ ッ
パ経 済 共 同体 ） と， 原子 力 エ ネ ル ギ ーの共 同 研 究 ・管 理
を 目 的 と す るEURATOM （ ヨ ーロ ッハ 原 子力 共 同 体 ）が 設
立 さ れ, 1967 年 にECSC と統 合 し, EC  ( ヨ ーロ ッ パ共 同
体） と して 再編 さ れ た
・ 原加 盟 国 は フ ラ ンス ・西 ド イ ツ・ イ タリ ア・ オ ラ ンダ・
ベ ル ギ ー・ ル ク セ ン ブ ル ク の ６ 力国 で あ り， そ の後 ，
1973 年 に イ ギ リ ス ・ デ ンマ ー ク・ ア イ ル ラ ンド, 1981
年 にギ リ シア, 1986 年 に スペ イ ン・ ポ ルト ガ ルが 加盟 し
12 力国体 制 で運 営 さ れた
・ECSC の 理 念 を受 け継 ぎ， 域 内 に お け る 自由 貿 易 の推 進
を図 っ た
・ 地域 主 義 の 理念 に基づ き， 加 盟国 の経 済 的利 益 の 伸長 を
図 った
・ 域内 の 経済 的利 益 を 追求 す る こ とで，EC 以 外 の国 々 や国
際経 済 全 体 か ら見 る と損 失 につ な が る 現 象が 多 く現 れ，
経済 摩 擦が 激化 し た
・EC は， 通 貨 統 合・ 政 治 統 合 を 目指 し1992 年 に マ ー スト
リ ヒト 条約 を締 結 し， 翌年 域 内 市場 統 合を 達 成 し，EU に
再編 さ れ た が， これ は む しろ 地域 主 義 を 強化 する方 向 の
政策 で あ った
・1995 年 に スウ ェ ーデ ン・ フ ィ ンラ ンド ・ オ ースト リ アが
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が グ ロ ーバ リ ゼ ー ショ ン推進 の方 向 に
進 ん で い る今 日，EU 加 盟 国 に変 化 が
見 ら れた か
・EU が 東 欧 に ま で 拡 大 し て い く こ と の
意義 は何 か
○地域主 義 に基づ くEU の拡 大 は， グロ ー
バ リゼ ー ショ ン の推進 につ な がる の だ
ろ う か
・EU 以 外 の地 域 統 合で は どう か
・地 域主 義 に基 づ く地 域 統合 を 推進 す る
こと で， 結果 的 に グロ ーバ リゼ ー ショ
ンが 推進 さ れ るよ うな 目的 を も った国
際 機 構 は存在 し な いだ ろ うか
Ｓ： 答え る
Ｔ 二発 問 す る
Ｓ： 答え る
Ｔ：発 問 す る
Ｓ： 考え る
Ｓ：答え る
Ｔ：発 問 す る
Ｓ：考え る
Ｓ：答え る
Ｔ：発 問 す る
Ｓ二考え る
Ｓ：答え る
(12)
(12)
(12)
加 盟 し15 力 国 にな っ た の を皮 切 り に, 2004 年 に は東 欧
諸 国を 中心 に ポ ー ラ ンド ・チ ェ コ ・ ハ ンガ リ ー・ スロ バ
キ ア・ リト アニア・ ラト ビア ・エ ストニ ア・ スロ ベニア ・
キ プ ロ ス ・ マ ル タの10 力国 が加 盟 し ， 現 在25 力 国 体 制
で 運営 さ れて い る
・ 政 治 的 ・経 済 的 統合 によ り一 つ の ヨ ーロ ッパを 目 指 す と
い う方 向 にあ る が， そ の こ と によ っ て アメ リ カを 中 心 と
す るNAFTA に対 抗 し ヨ ーロ ッパ の 政 治 的 ・ 経 済 的 地 位
の向上 を図 ると いう 目的 が あ る
・ ヨ ーロ ッパ と い う 枠 を超 え て の拡 大 は， ト ルコ のEU 加
盟 問題 を 見 れ ば分 か るよ う に至 難 で あり, EU,  NAFTA,
東 ア ジア共 同 体 （仮 称 ） と い った 数 個 の地 域 統合 に集 約
さ れ る ところ が 限界 で はな いか
・結 局， 地 域 統合 同士 で 経 済摩 擦 を生 じ, WTO が 目指 す グ
ロ ーバ リゼ ー ショ ンの 推進 と は相 容 れな い ので はな いか
・地 域 統 合を グロ ーバ リ ゼ ーシ ョ ンの 推進 に至 る過 程 で あ
ると肯 定 的 に捉え る考 え方 に基 づ く 国際 機 構 があ れば，
地 域 主義 と グロ ーバ リ ズ ムの ジレ ンマ は解 決 で き るの で
はな いか
・先 進 国 か ら発 展 途上 国 まで， さ まざ ま な経 済 発 展段 階 に
あ る 国 々を 包 含 し た， また， 従 来 の地域 主 義 に基づ く考
え 方 で は， 到 底 同 じ経 済 圏 と は考 え ら れ ない ほど広 範 囲
に わ た る国 際 機 構 が あ れ ば よ く, APEC  ( ア ジ ア太 平 洋
経 済 協力 会 議） が そ の条件 を備 え て いる
展
開
３
※ 「開 か れ た地域 主義 」 につ い て探 求 す
る
Ｏ 「開 か れ た地域 主義 」 と は， ど のよ う
な考 え方 か
・APEC を具 体的 事 例 と して探 求 しよ う
・APEC は ど のよ うな国 際 機構 な のか
・APEC の加 盟 国・地 域 はどの よう になっ
て いる のか
・APEC の基 本 原則 はど のよ うな も のか
・APEC はなぜ，「‾開 かれ た地 域主 義」
を 標榜 す るこ とが で き たの か
・ 経 済圏 が ア ジ ア太平 洋 地域 とは 異 なる
ア メ リカ 合 衆 国 は， な ぜAPEC に参 加
して い る のか
・ 設 立 後, APEC は ど の よ う な経 緯 を た
ど って い るか
・ ボ ゴ ール宣 言 の意 義 は何 か
・APEC 域 外か ら 見て, APEC はど の よう
な地 域 統 合で あ るか
OAPEC 域 内 で は 厂開 か れ た地 域 主 義」
の理 念 は共 有 さ れて い るか
Ｔ 二発明 す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 指示 す る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ： 発問 す る
Ｓ：答 え る
Ｔ 二発 問す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ 二発 問す る
Ｓ 二答 え る
Ｔ： 発 問す る
Ｓ 二答 え る
(13)
(14)
(15)
(16)
(17)
(18)
(19)
(19)
(20)
(21)
(21)
・ 地域 統 合 を， 国 際 経 済 シ ステ ム全 体 に お け る自 由貿 易 実
現 に至 る 過程 で あ る と肯 定 的 に位 置 づ け， 域 内 で 締結 さ
れ たFTA を 域 外 へ も広 げ てい き， 究極 的 に は グロ ーバ リ
ズ ムの 目的 の達 成を 目 指 す との考 え方 で あ る
・ ア ジ ア・ 太平 洋 地 域 にお い て 「 開か れ た 地域 主 義」 を 目
指し, 1989 年 に設 立 され た国 際機 構 で あ る
・ASEAN （ 東南 ア ジ ア諸 国連 合 ） 諸 国 とNAFTA 諸 国 ， さ
ら にロ シア ・中 国 ・ 日本 ・ 韓 国 ・台 湾 ・ チ リ・ ペ ル ー・
オ ー スト ラ リ ア・ ニ ュ ー ジ ーラ ンド ・ パプ ア ニュ ーギ ニ
アな ど が加 盟 して い る
・　匚開 かれ た 地域 主 義」， 厂多 角 的 自由 貿 易 体制 の推 進 ・強
化 」， 厂wTO 原 則 と の整 合」，「 ア ジ ア太平 洋 地 域 の多徐 甌
へ の配 慮」，F‾コ ンセ ンサ ス主 義」 を 掲 げて い る
・ ア ジ ア太 平 洋地 域 に おい て は， 多 国 籍 企業 の進 出， 市 場
の拡 大 と い っ た行 為 が， 政 府 より 先 行 し て民 間 主 導で 行
わ れて い た た め各 国 の経 済 的利 益 の伸長 とい う 目 的が ，
他地 域 と比 べ相 対 的 に小 さか っ た ため と考 え られ る
・1989 年 の ベ ーカ ー国 務長 官 の演説 以 降， ア ジア太 平 洋地
域 と の貿易 の拡 大 は， ア メ リカ に とっ て も利 益 に な る と
判断 し た ため, APEC 参 加を 決 断 した
・1992 年 に は， シンガ ポ ー ル にAPEC 事 務 局を 設 置 す る こ
とを 決 定 し, 1993 年 に は アメ リ カ のイ ニ シア チブ で， シ
アト ルに お いて 初 の非 公 式首 脳会 議 が 開 催さ れ， 以 後 首
脳レ ベ ルで の対 話 が定 例化 して い る
・1994 年 に は ボゴ ー ル宣 言 が採 択さ れ， 域 内 の貿 易 ・投 資
の 自 由化 を 先 進 国 につ いて は2010 年 ， 途 上 国 につ い て
は2020 年 まで に達 成 す ると いう 目 標が 定 め られ た
・APEc 域 内 の多 様 性 に 配 慮 し， 自 由 化 の 期 限 を先 進 国 と
途上 国 で ず ら し た上 で， あ くまで 完 全 自 由化 を 達 成 して
い こう とい う 強い 決意 を 読 み取 るこ とが で き る
・ 「 開 か れ た地域 主 義 」 が実 行 さ れ る と域 外 の国 々 も貿 易
自由 化 の恩 恵 に与 れ る た め注視 はして い る が， 現状 はAP
Ec 域 内 の地域 主 義 に基 づ く自 由化 を 進 めて い る段 階で あ
り， 過 度 の期待 は抱 いて い ない
・ASEAN, オ ースト ラ リア など は 匚開 か れた地 域 主義 」 を
理念 通 り 実 行 し グロ ーバ リ ズ ムにつ な げ て い きた い と考
え て い る
・ アメ リカ は新 自由 主 義 の考 え 方 に基 づ き， 厂開 か れ た地
域主 義 」 を 総 論 で は 支持 して い る が， そ れ はAPEC に参
加 す るこ と で市 場 規 模が 拡 大 し， 自国 が 規模 の利 益 に与
れ ると考 え てい るか らで あ る
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・「開かれた地域主義」によって，グロー
バリズムと地域主義の考え方を両立さ
せることが可能であろうか
Ｔ：発問 する
Ｓ：考 え る
Ｓ： 答え る
(22)
(23)
・日中韓３力国はASEAN 十3の枠組みで東アジア共同体構
想を進め，そのことが「開かれた地域主義」の具体化で
あるとしているが，これは東アジア地域でのイニシアチ
ブを取りたいという政治的利益も包含した考えによるも
のである
・APEC 参加国における「開かれた地域主義」の捉え方は
多種多様であり，いずれも自国にとって経済的利益がも
たらされることが大前提となっている
・自国の利益を確保する，という留保条件を付けた上でな
らば，域内の自由化，グローバルな自由化を支持してお
り，その範囲においては 匚開かれた地域主義」という考
え方は有効であると思われる
終
結
Ｏ「開かれた地域主義」を標榜するAP
EC は，今後の国際経済システム構築
のためのモデルケースとなり得るだろ
うか
Ｔ： 発問 す る
Ｓ 二考 え る
・　厂WTO 原則 との 整 合」 と いう, APEC 設 立 当 初 の基 本 原
則 を 維 持 し続 ける 限り ， グロ ー バ リゼ ー シ ョ ンの推 進 に
貢 献 で きる だろ う
・2005 年 に東 ア ジア共同 体構 築 のた め第1 回東 ア ジア サ ミッ
ト が 開 催 さ れた 事 例か ら考え ら れる よ う に，「地 域 主義 」
の考 え方 は根 強 く, APEC はASEAN 十3 とNAFTA とい っ
た， 細 分化 さ れた 地域 統 合 が乱 立 す る よ う にな る ので は
な い か
・今 後 のAPEC の活 動を 注 視し て お く必要 が あ る
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5｡ おわりに
匚開かれた地域主義｣ は， グローバリズムと地
域主義の撞着語法であり，確固とした理論で はな
いとの指摘 もある9)。 だが，高等学校公民科にお
いて，対立する理論，概念内容をただ教えてそれ
でよしとするのでは静的な理論探求学習にとどま
り，生徒にとって，自らが社会の一員であり，主
体的に社会に関わっていこうとする意欲の涵養に
までつながっていかないのではないか， との考え
に立ち，両者を止揚する概念を提示する授業を構
成した。
そのことにより，生徒の中に，社会はさまざま
な関係性の中で変化し続けるものであり，動態的
に捉えていくことが必要であることの認識が深まっ
ていれば，本授業構成は意味を持つと考える。
今後の課題として，授業実施後 の評価問題をい
かに構成するか検討していきたい1,)。
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